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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

 

国際協力機構 経済基盤開発部 

ジェンダー平等・貧困削減推進室 

 

１．案件名                                                 

国名：ニカラグア共和国 

案件名：家族とコミュニティのための社会リスク予防・ケア統合行政サービス能力強化プロジェクト 

The Project for Enhancing Integrated Service Delivery for Social Risk Prevention and 

Attention for Families and Communities 

２．事業の背景と必要性                                       

（1）当該国における社会リスクにかかる現状と課題 

ニカラグア共和国（以下、ニカラグア）では、2005 年には 104,103 件であった犯罪件数が、2010

年には 161,757 件と増加傾向にあり、治安の悪化が顕著である。また、これら犯罪被害者の 12%

は未成年者であり、他方、加害者の 6.1%も思春期の青少年であると報告され、青少年が直面する

社会リスク1の大きさが深刻な問題となっている。更に、家庭内暴力・性的虐待等の告発件数も

2007 年の 29,489 件から 2010 年は 34,763 件へと増加した2。 これら被害者の多くは女性や子供

であり、性暴力については80％以上が家族や親戚、隣人など身近な人間によるものとされ3、特に

居住地域における暴力への恐怖を、ニカラグアの女性人口の 26％が感じているとされる4。子供

に関しては出生未登録や未就学の問題が存在し、6-14 歳の子供のうち 8.8%の男子、1.6%の女子

が未就学のまま恒常的な児童労働に従事している5。 

このように住民が社会リスクに直面する機会が増加する中で、ニカラグア政府においては、問

題を未然に防ぐために、家族関係の改善と地域社会の再構築を念頭に置いた「予防」活動と、既

に家庭やコミュニティで起きている問題への対応である「ケア」活動の両側面を包括的に提供する

統合型の行政サービスを確立し、社会リスクへの対応を強化することが課題となっている。 

JICA は、ニカラグア政府の要請により、2007 年７月から 2010 年 12 月末まで家族・青年・子供

省（以下家族省）をカウンターパート機関とし、「青少年とその家族のための市民安全ネットワーク

強化プロジェクト（以下、「市民安全プロジェクト」）」を、マナグア第２地区をパイロット地区として実

施した。同プロジェクトは、行政とコミュニティの連携による社会リスク予防サービスモデルの開発

を目的とし、①人材育成、②父母学校、③青少年活動、④生涯学習、⑤機関間ネットワークの５つ

の活動から成るモデルを確立した。このモデルの内容を取り纏めた「社会リスク予防サービスガイ

ドライン」は、家族省の政策として導入され、今日もなお活動が継続的に実施されるなどして、地

                                                   
1 「社会リスク」とは、非行、薬物依存、家庭内暴力、児童労働、若年妊娠など、住民が日常生活の中で

陥りやすい危険のこと。 
2 ニカラグア国家警察統計 2007/2010 
3 ニカラグア人口保健調査(ENDESA) 2006/2007 
4 UNDP 中米人間開発報告書 2009-2010 
5 ニカラグア人口保健調査(ENDESA)2001 
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域における予防活動の定着がみられる。一方で、こうした予防活動に加え、家族省は、既に家庭

やコミュニティで起きている問題への対応（ケア）業務の強化を求められているが、業務に関する

運営基準が十分に整備されておらず、技官6の同業務に関する専門的な知識・能力が十分でなく、

正確性や迅速性に欠け、適切な対応が出来ていない現状がある。また、コミュニティ分析の不足

から各地域の社会リスク課題を技官自身が十分に把握しておらず、実際に住民が直面している

社会リスク課題に対応できているのか不明である。家庭や地域に存在している多様な社会リスク

課題に対応するためには予防とケアを統合した包括的な取組みが重要であり、家族省において

はこれまで開発してきた予防サービス活動に加え、人材育成や業務改善を通じたケアサービス活

動の強化を行い、両側面を統合した仕組み作りが喫緊の課題となっている。 

 

（2）当該国における社会保護政策と本事業の位置づけ 

ニカラグア政府は「国家人間開発計画（2009-2011）」の中で、社会的に脆弱で危険にさらされて

いる人々の保護の重要性を謳っており、優先政策のひとつとして、「社会福祉の充実と社会平等

の達成」を挙げている。具体的には 1)市民参加による社会開発、2)市民生活における安全の確

保、3)子どもが尊厳をもって幸福に生きる権利の尊重を重点項目として掲げている。 

上記優先政策の中心的な実施機関となる家族省は、ニカラグア憲法 290 条において、「包括的

視点に基づいて、危機的状況にある子供や大人の保護対応を促進する役割をもつ機関である」と

定義されており、そうした一連の社会保護プログラムを調整・推進し、社会リスク削減のための活

動戦略を策定・推進する政府機関として位置づけられている。 

この定義に基づき、家族省は、2008 年より施行された「プログラムアモール（子どもや高齢者の

福祉を促進するプログラム）」を実践する機関として福祉行政サービスを提供してきた。更に、

2011年4月、同省は戦略指針「子供、家族、コミュニティのための統合ケアモデル」を策定し、予防

とケアの両面の対応技術を備えた統合型の行政サービスの提供を通じて、社会福祉の充実を目

指す機関であると定義している。 

 

（3）ニカラグアに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

我が国の「国別事業展開計画（2011 年 6 月）」においては、同国に対する６の支援重点分野の

一つとして「民主化支援とガバナンスの強化」が挙げられており、開発課題として「ガバナンス向上

及び市民社会の能力開発」が明示されている。特に、悪化する治安や住民が日々直面している

暴力問題への対応が人間の安全保障の観点から重要な課題であると言及しており、警察、司法、

保健、学校、家庭など様々な領域での政府機関間の連携強化の必要性が謳われている。このよ

うな方針に基づき、JICA は「市民安全プロジェクト」を 2007 年から 2010 年の間に実施した。 

また、ジェンダーと開発との関連においては、日本政府は ODA 大綱の中で、「男女共同参画の

                                                   
6 本プロジェクトにおける「技官」とは、２つのレベルで示される社会福祉行政官のことである。1つには

支所業務に関する技術支援やモニタリング・評価活動を行う本省配属の者、2つ目には、相談業務やミ

ュニティで予防啓発活動を促進する地域支所配属の者に区分される。 
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視点は重要であり、開発への積極的参加及び開発からの受益の確保について十分配慮し、女性

の地位向上に一層取り組む」との基本方針を示している。また、JICA は中期目標において ODA

大綱の基本方針に沿って男女共同参画の重要性について述べており、女性のエンパワメントや、

ジェンダーの視点が反映された事業を推進している。 

 

（4）他の援助機関の対応 

2012 年より世界銀行の「社会福祉プロジェクト（Ｐroyecto para Bienester Social）」が開始され

る。同プロジェクトは、ニカラグア北部６県を支援対象地域としており、本プロジェクトの支援地域と

は重複しない。この社会福祉プロジェクトは、３つの活動から構成され7、その 1 つに「家庭に対す

るケアの強化」活動が挙げられており、本プロジェクトの視点と同様、家族が直面する社会リスク

課題への対応に取り組む。 

米州開発銀行は、ニカラグア国家警察と共に「共生と市民安全プログラム（Programa de 

Convivencia y Seguridad Ciudadana）」を実施し、健全な青少年の育成や住民生活の安全対策

事業を行った（2010 年終了）。 

 

３．事業概要                                                

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

 本プロジェクトは、社会リスク予防・ケア統合型行政サービスの仕組み8を開発し、より住民のニ

ーズに沿った福祉行政サービスを効果・効率的に提供することにより女性、子供、青年等の住民

が直面する社会リスクの削減に寄与するものである。具体的には、社会リスク予防・ケア統合型

行政サービスの業務指針を策定し(成果１)、その実施に必要な専門的技術と運営管理能力

を有する社会福祉行政官を育成し(成果２)、パイロット事業を通じた実施・検証を行い(成

果３)、その結果を基に、知見・教訓をとりまとめ、社会リスク予防・ケア統合型行政サー

ビスの実施戦略を策定する(成果４)。 

 

（2）プロジェクトサイト／対象地域名 

 プロジェクトサイトはマナグア市、パイロット地区はマナグア市内第 4 地区および第 6 地区とす

る。 

 

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

家族省本省児童労働課及び権利擁護部、マナグア市支所、マナグア第４地区支所、マナ

グア第 6地区支所、家族アドバイザー、プロモーター9（以上約 350 人）、パイロット地区内

                                                   
7 3 つの活動として、１）家庭に対するケアの強化、２）家族省内組織制度の強化、３）子供の栄養改善への支援が

挙げられている。 
8 「仕組み」とは、予防・ケアの統合型行政サービスを住民に提供するために、１）人材育成、２）組織運営管理、３）

コミュニティ内の組織・活動連携に係る機能を含むアプローチのこと。 
9 「家族アドバイザー」と「プロモーター」は、コミュニティで主に予防啓発活動を促進するボランティア人材のことで
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で選択される重点コミュニティの住民10。 

 

（4）事業スケジュール（協力期間） 

2012 年 1月～2016 年 1月までを予定（計 48 か月） 

 

（5）総事業費（日本側） 

 約 2.9 億円（予定） 

 

（6）相手国側実施機関 

家族・青年・子供省  （本省）児童労働課及び権利擁護部 

（地方支所）マナグア市支所 

 

（7）投入（インプット） 

1）日本側 

① 専門家派遣 

 ・長期専門家 2名 

チーフアドバイザー/組織能力強化（48MM）、業務調整/ジェンダー主流化（48MM） 

・短期専門家 必要に応じて下記の分野から複数名 

ジェンダー、社会調査、統計・指標分析、精神・公衆衛生、社会保護、社会福祉制度、青少

年犯罪、児童心理  

② 研修 

  本邦及び第三国研修 

③ 機材供与 

・ 研修教材の開発に必要な機材 

・ 研修実施に必要な機材 

・ 家族省本省オフィスおよび地域支所オフィスにおいて組織・業務改善に必要な機材等 

④ 現地活動費 

 

2）ニカラグア国側 

① カウンターパート 

・ プロジェクトダイレクター 家族省大臣 

・ プロジェクトマネージャー 家族省本省児童労働課課長 

・ 家族省本省児童労働課、家族省本省権利擁護部、家族省マナグア市支所がカウンターパ

                                                                                                                                                     
ある。「家族アドバイザー」は、地域で講話会などを開く、あるいは、住民の問題に助言をする相談役であり、「プロ

モーター」は、家族アドバイザーの活動を補佐し、コミュニティ活動への参加呼掛けを行う役割を持っている。 
10 重点地域における受益者数については、プロジェクト初年次にプロジェクト活動を通じて調査を行い、決定す

る。 
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ートチームを構成し、各部署より一名ずつ計三名のプロジェクト責任者を任命する。 

② 施設 

・ プロジェクト執務スペース等 

③ 活動費 

・ パイロット支所およびコミュニティの定期訪問に係る費用 

・ 研修等にかかる日当、宿泊費、交通費 

・ プロジェクト供与機材の維持管理・修理費用等 

 

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境に対する影響/用地取得・住民移転 

①カテゴリ分類：Ｃ 

②カテゴリ分類の根拠：本事業による環境への影響等はない 

2)ジェンダー平等推進・平和構築・貧困削減 

本案件では、プロジェクトの受益者として女性や子供が排除されないよう、あるいは、女性や子

供が直面する社会リスク課題（ニーズ）が的確に取り扱われるよう、実施過程のあらゆる側面にお

いてジェンダー主流化を図っていく。特に、ジェンダーの視点に立った研修計画の策定（活動 2-4）

や、コミュニティの社会学的調査の実施におけるジェンダー分析の導入（活動 3-1）などを通じて、

プロジェクト活動におけるジェンダー視点を強化する。またプロジェクトでは、より社会リスク課題に

直面していると考えられる貧困層への対応を強化するため、重点コミュニティの選択においては、

社会経済状況を合わせた調査分析を行い、より貧困層の現状に配慮した活動を実施していく。 

 

（9）関連する援助活動 

1）我が国の援助活動 

「市民安全プロジェクト」が 2007 年から 3 年半実施され、行政・地域・家族の連携による社会リ

スク予防サービスモデルが構築された。本プロジェクトにおいても、同モデルの活動を統合型サー

ビスの予防面に係る基礎要素とし、PDM内の活動 3-4 を通じて実施をしていく。 

2）他ドナー等の援助活動 

 世界銀行は、家族省に対する技術支援として 2011 年 7 月より「社会福祉プロジェクト」を開始し

た。現在はプロジェクト準備段階であり、本格的な活動開始は 2012 年を目指している。同プロジェ

クトでは、家族省で取り扱うデータの集約に関するシステムの近代化を行う計画をしており、この

活動においては、本プロジェクトの技官の運営管理業務の改善活動に関連してくると予測され、

適宜、情報等の共有が必要である。 

また、2010 年までに実施された米州開発銀行による「共生と市民安全プログラム」においては、

「市民安全プロジェクト」で開発した父母学校の方法論やマニュアル等が活用された経緯がある。

現在国家警察は、同プログラムの第２フェーズの実施に向け準備をしており、パイロット地域拡大

のための追加調査等を行っている。第２フェーズ開始後は、前回のプログラム実施時と同様に効
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果的な連携が図られるよう、協議を継続していく。 

 

４．協力の枠組み                                             

（1）協力概要 

１） 上位目標 

プロジェクトで開発された仕組みが、パイロット支所以外のマナグア地区支所において実践され

る。 

＜指標＞ 

1. 実施戦略書の家族省政策への導入 

2. パイロット支所以外で、社会リスク予防・ケア統合行政サービスの仕組みを活用・導入し

たマナグア区支所の数 

 

２）プロジェクト目標 

パイロットプロジェクト地域において、社会リスク予防・ケア統合行政サービスを提供するため

の仕組みが開発され、運用される。 

＜指標＞ 

1. 業務指針及び、運用基準の順守・運用度合い（チェックシートによる達成率。パイロット

支所の技官 XX％が運用している等）。 

2. 各パイロット支所が設定するケア活動の目標値の達成度が XX%になる。（例：対応した

相談件数の増加率、レファラル‐カウンターレファラルの頻度、扱えるようになった相談

内容の増加）。 

3. 各パイロット支所が設定する予防活動の目標値の達成度が XX%になる。（例：家族アド

バイザーに実施した研修の数、父母学校への参加者数・実施回数）。 

 

３）成果及び活動 

成果１： 社会リスク予防・ケアの統合に係る行政サービスの業務指針が策定される。 

＜活動＞ 

活動 1-1. C/P チームは、業務指針（素案）を作成する。 

活動 1-2. C/P チームは、「技術委員会(TC)」を招集し、業務指針の素案を分析するための

ワークショップを開催する。 

活動 1-3. C/P チームは、業務指針（検証のための最終案）をとりまとめる。 

活動 1-4. C/P チームは、家族省において業務指針の活用と検証に必要な承認のための働 

きかけを行う。 

＜指標＞ 

１. 業務指針が報告書として作成され、必要な承認を得ている。 
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  成果２： 社会リスク予防・ケア統合型行政サービスの実施に必要な専門的技術と運営管理能

力を有する社会福祉行政官の育成活動が確立される。 

＜活動＞ 

活動 2-1. C/P チームは、パイロット支所の人材能力と業務の現状について調査を行う。 

活動 2-2. C/Pチームは、本省および支所における業務を実施するための運用基準 （a. 対

クライアントにおけるサービスデリバリーの方法・流れ b. 組織としての業務フロ

ーなどを含む）を策定する。 

活動 2-3. C/P チームは、本省の技官に対する研修計画を作成し、研修を実施する。 

活動 2-4. C/P チームは、支所技官の実務・運営能力を向上させるための研修計画 （a. 住

民のニーズに対応できる技術能力向上 b. 統合型サービスを提供できる福祉人

材育成 c. ジェンダーの視点に立った内容）を策定する。 

活動 2-5. C/P チームは、支所技官の研修のための教育教材を作成する。 

活動 2-6. C/P チームは、パイロット支所の技官に研修を行う。 

活動 2-7. C/P チームは、2.1～2.6 にかかる活動について、モニタリング・評価を行う。 

＜指標＞ 

1. 活動 2.4 の a. b. c.の視点に基づく研修計画が策定され、必要な研修教材が作成されて

いる。 

2. 研修計画に基づいて研修が実施されている(実施過程、質、回数など)。 

 

成果３：パイロット支所において、コミュニティと連携した社会リスク予防・ケア統合行政サービ

スが実施・検証される。 

＜活動＞ 

活動 3-1.  C/P チームは、パイロット支所におけるコミュニティに関する社会学的調査（統計

情報収集、地域資源のマッピング活動、ジェンダー分析等）を実施する。 

活動3-2. パイロット支所技官は、C/Pチームの支援のもと、支所における予防とケアに関す

る問題点を調査した上で、課題を整理し、専門的技術面と運営管理面における目

標を設定する。 

活動 3-3. パイロット支所技官は、C/P チームの支援のもと、年間活動計画を作成する。（3.1

で把握されたニーズに基づき、且つ、活動が時系列及び業務分担によって整理

されていること） 

活動 3-4. パイロット支所技官は、年間計画に基づき、予防とケアに関する活動を実践する

（相談業務、家族アドバイザー・プロモーター育成、父母学校、青少年活動、生涯

学習、レファー・カウンターレファー活動、機関間ネットワークなど） 

活動 3-5. C/P チームは、3.4 にかかる活動についてモニタリング・評価活動を行う。 

＜指標＞ 

1. パイロット支所における検証活動につき、1)年間計画策定、2)実施、3)評価・モニタリン
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グを含むプロセスに基づいて、3 回×２支所＝６回のサイクルが実施されている。 

2. パイロット支所において、ケアと予防活動を実施した支所技官がＸＸ％に達する。 

3. パイロット支所において、サイクルの実施成果に関する年間報告書（６冊）が作成され

ている。 

 

成果４：社会リスク予防・ケア統合行政サービスに関する実施戦略書ができる。 

＜活動＞ 

活動 4-1. C/P チームは、パイロット活動を通じて得られた経験・教訓をとりまとめる。 

活動 4-2. C/P チームは、実施戦略書を作成し、大臣に提出する。 

＜指標＞ 

1. 社会リスク予防・ケア統合行政サービスに関する実施戦略書が作成され、大臣に提出さ

れ、承認されている。 

 

4）プロジェクト実施上の留意点 

・ 本プロジェクトでは、人間の安全保障の視点から、非行、薬物依存、家庭内暴力、児

童労働等、人々が日常生活を送る上で陥りやすく生命を脅かしかねない社会リスク課

題への対応を通じて、人権・尊厳に関する脅威から住民を守り、人々の保護と能力

強化による個人の自立を促すよう活動を行う。また、相手国政府の行政能力の向上

と地域力の強化を通じて、人々が単に保護の対象ではなく、自ら脅威に対処できる

力を向上させる。 

・ 本プロジェクトでは社会的弱者を中心に据え、インクルーシブな取り組みを促進する。

特に、女性や女児の社会リスクの現状と課題、ニーズも十分に踏まえつつ、ジェンダ

ーと人権の視点に立った技術協力を通じて、女性に対する暴力や女児を取り巻く社会

リスク課題にも適切に対応する行政サービスの仕組みの構築と行政官の能力の向上を

支援する。 

・ 事業の実施においては、ジェンダー視点に立った研修計画の策定や技官に対する各種

ジェンダー関連研修を実施するとともに、コミュニティにおいては男性・男児への啓

蒙活動や女性のエンパワメントに向けた活動を強化し、女性・女児を取り巻く社会リ

スクの予防とケアの強化を通じてプロジェクト目標の効果的な達成をめざす。 

・ プロジェクト目標である「パイロットプロジェクト地域において、社会リスク予防・

ケア統合行政サービスを提供するための仕組みが開発され、運用される」には、統合

型サービスを実施するための手本となる業務指針の策定(成果１)に始まり、その指針

内容に基づき、人材育成方法が改善され、社会福祉行政官の専門技術と業務運営管理

に係る能力強化(成果２)が行われることが重要である。次に、成果２で育成された人

材が、予防・ケアの統合型のサービスの仕組みを各支所で実施・検証することを通じ

て(成果３)、予防とケア活動の実施能力を向上させる。そして、これら成果１～３の
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全ての取組みに係る経験・教訓を含む実施戦略書が作成され(成果４)、最終的に、こ

の戦略書が家族省の政策として取り入れられることにより、上位目標である「開発さ

れた仕組みがパイロット支所以外のマナグア地区支所において実践される」が達成さ

れる。 

・ 本プロジェクトでは、マナグア市の７地区支所からパイロット活動を実施する支所と

して、マナグア市第 4 地区支所および第 6 地区支所を選定した。選定基準は、1)犯罪

率が高い、2）プロジェクト活動を実施するための組織能力が一定以上あると認められ

る、3)評価・モニタリング活動の実施に際し、アクセスが良い、4)支所における相談

受付件数が多いところ、の４点である。 

・ 合同調整委員会（JCC）の下に、プロジェクトの活動計画策定、業務指針、運営基準、

研修教材等の作成に係る技術的側面を支援・協議する役割を持つ技術委員会（TC）を

設置する。 

・ 現時点で特定しない基準値及び、目標値（指標）は、プロジェクト開始後の調査活動

等に基づいて設定し、プロジェクト開始から半年後を目処に開催する JCC で承認する

予定である。 

・ 犯罪率が高い第４と第６地区でパイロット活動を実施するに当たり、安全対策を強化

するため、次の事項を厳守する。1）専門家がコミュニティを訪問する際には、家族省

本省又は、支所の技官の同行を必須とする、2）業務活動は、原則、家族省の勤務時間

内において行う。時間外活動が特別に必要な場合は、警備員を同行するなど、適切な

安全対策をとる。 

 

（2）その他インパクト 

・ 社会リスク予防とケアに係る社会福祉行政サービスの機能が改善され、行政と市民の連携

による、より効果的なサービスが提供されることにより、リスクに直面している女性、子供、青

年グループの社会生活における安全と権利が確保される。 

 

５．前提条件・外部条件 (リスク・コントロール)                          

（1）事業実施のための前提  

家族省の社会リスク防止・ケアに関する政策が変わらない。 

（2）成果達成のための外部条件 

・家族省において「プログラムアモール」の優先度が変わらない。 

・経済、社会、政治状況の変化が対象地域の住民の生活水準に大きな影響を与えない。 

・プロモーター、家族アドバイザーなどの人材の人数が確保できる。 

・研修を受けた家族省本省及び支所技官が離職しない。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 
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・ニカラグアの社会保護に関する政策が維持される。 

（4） 上位目標達成のための外部条件 

・ニカラグアの福祉予算が減らない。 

 

６．評価結果                                                

本事業は、ニカラグアの社会リスク予防・ケア統合に向けた政策、家族省の支援ニーズ、日本

の援助政策と十分に合致しており、また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高

い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                           

「市民安全プロジェクト」の教訓として以下の点が挙げられる。 

・ 家族省の年間活動計画には具体的な数値目標が明記されるべきである。 

・ 支所における技官の業務を補完する意味でも、またコミュニティに密着した予防・ケア活動

を行うためにも、家族アドバイザーの協力が不可欠である。特に家族アドバイザーについ

て予見される定着率の落ちを見込んで、モデルの継続性を確保するためには、1地域につ

き毎年 50～60 名の家族アドバイザーの養成研修を行うことが必要である。 

・ アカデミックな組織によって公認されることが一般の人々にとっては重要であるため、家族

省と大学の共同で資格を与えることが重要である。 

以上を踏まえ、本プロジェクトは、１）家族省が作成する年間活動計画に達成すべき目標を数値

として明確に設定し、モニタリングを行っていくこと、2)より住民のニーズに沿ったサービスを提供

するためには、家族アドバイザーやプロモーターの協力が不可欠であるため、コミュニティ人材に

対する研修を強化しつつ、奨励活動を行うこと、3)ニカラグア国内外の大学その他機関による研

修を実施し、人材のプロジェクト参加動機の向上にも努めることを活動に加えることとする。 

 

８．今後の評価計画                                          

（1）今後の評価に用いる主な指標 

  ４．（１）のとおり。 

（2）今後の評価計画 

事業開始 6 ヶ月以内 ベースライン調査 

事業中間時点 中間レビュー 

事業終了 6 ヶ月前 終了時評価 

事業終了 3年後 事後評価 


